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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

がん診療施設設備整備事業 

【総事業費】 

49,027 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜大学医学部附属病院、久美愛厚生病院、東濃厚生病院、中濃厚生

病院、揖斐厚生病院、岐北厚生病院、西美濃厚生病院、鷲見病院、高

山赤十字病院 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 32 年３月 31日 
■継続 ／□ 終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がんに罹患する者が増加傾向にある中、がん診療施設が施設及び設

備の整備を充実することにより、がんの早期発見、質の高いがん医療

の提供による早期治療が可能となる。これにより患者の早期退院を図

り、在院日数を減少させるとともに、外来通院等の在宅医療への転換

を推進する。 

アウトカム指標：急性期病床の減少 

 10,266 床（平成 26年度）→5,792 床（令和 7年度） 

事業の内容（当初計画） がん診療施設の施設整備費及び必要ながんの医療機器及び臨床検査

機器等の備品購入費に対して補助を行い、がんの診断水準及び治療水

準の向上を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

がんの医療機器及び臨床検査機器等の購入、施設整備を補助する医 
療機関数  7 病院（27年度）→10 病院（31 年度） 

アウトプット指標（達成値） がん診療施設として必要な施設・設備を整備し、がんの診断水準及

び治療水準の向上を図ることで、急性期病床の減少を図る。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
がん診療連携拠点病院及びそれをサポートする医療施設におけるが

んの検査・診療能力が向上することにより、拠点病院を中心とした連

携体制の構築とがん診療の均てん化が一層進むものと考えられる。 
（２）事業の効率性 
事業の実施により、がん診療施設に対し、がんの早期発見やがん診

療に必要な設備を整備することができ、がん診療の均てん化、がん診

療水準の向上が図られた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
事業名 【No.2 医療分）】 

地域医療構想等調整会議活性化事業 
【総事業費 

（計画期間の総額）】 
1,322 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 岐阜県 

事業の期間 平成 31年 4 月 1日～令和 2年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
地域医療構想調整会議を行うに当たっては、地域医療構想調整会議

の事務局において、医療関係者と十分に意見交換を行った上で、デー

タの整理を行い、地域の実情にあった論点の提示を行う等、地域医療

構想調整会議の議論の活性化するための取組を実施する必要がある。 
アウトカム指標：回復期病床への転換数 3,600 床（令和 7年度） 

事業の内容（当初計画） ○地域医療構想アドバイザー 
 ・各構想区域の実情に応じたデータの整理や論点の提示といった地 

域医療構想調整会議の事務局が担うべき機能を補完する観点か 
ら、国において、「地域医療構想アドバイザー」を養成。 

 ・「地域医療構想アドバイザー」は、地域医療構想の進め方に関して 
地域医療構想等調整会議の事務局に助言を行う役割や、議論が活 
性化するよう出席者に助言を行ってもらう。 

・専門知識を有する、地域医療構想アドバイザーにデータ分析（Ｄ 
ＰＣ）を依頼し、より有益なデータを地域医療構想等調整会議 
で提示し、構想区域ごとの議論活性化を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
疾病別かつ二次医療圏ごとにおける将来の医療需要の提示 

アウトプット指標（達成値） 
名古屋大学医学部附属病院へデータ分析依頼 1 回（令和元年度） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
地域医療構想等調整会議における、議論の活性化が図られるこ

とにより、地域医療構想が推進される。 
（２）事業の効率性 
地域医療構想アドバイザーの分析により、地域医療構想の推進

が図られ、効率的に実施される。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

地域医療構想セミナー開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,077 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想等調整会議の構成員は主に地域の中核病院であるが、

病床規模の適正化や病院間の役割分担等、地域医療構想を進めるため

には、調整会議の構成員以外の医療機関にも、制度の周知、働きかけ

を行い、自主的な取組みを促していく必要がある。 

アウトカム指標：回復期病床への転換数 3,600 床（令和 7年度） 

事業の内容 ○各圏域別セミナーの開催 

・地域医療構想等調整会議の構成員以外の医療関係者に対し、地域 

医療構想の制度や県の支援策等を周知するためのセミナーを各圏 

域ごとに開催（計５回）する。 

○県民向けセミナーの開催 

 ・県民に対し、地域医療構想の理解を深めるためのセミナーを開催 

する。 

アウトプット指標 都道府県主催研修会の開催 5 回（令和元年度） 
アウトプット指標（達成値） 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、各圏域別セミナー

については、資料配布、県民向けセミナーについては、県ホームペー

ジへ掲載し、周知を図った。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
当事業により、地域医療構想について、地域医療構想等調整会議の

関係者のみならず、その他の医療機関や県民の理解も深まるため、当

事業は有効である。 
（２）事業の効率性 
事業の実施方法について、有識者である地域医療構想アドバイザー

や地域医療構想等調整会議の委員への意見聞き取りを行うことから効

率的に事業を実施することができる。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 

医科歯科連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,757 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 地域歯科医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅歯科医療を県全域で推進するためには、中核病院が口腔機能管

理による生活の質の向上等の歯科の重要性を認識し、医科歯科連携体

制を構築することが必要である。 

アウトカム指標：周術期口腔機能管理計画策定料、周術期口腔機能管 

理料を算定している保険医療機関数 

40（H28 年７月） → 47（H31 年） 

事業の内容 地域歯科医師会が歯科標榜の無い地域の中核病院内のチーム（NST・

周術期・摂食嚥下等）や会議、研修会へ参画し、病院スタッフとの連

携を実施。 

アウトプット指標 ・連携体制を構築している地域数  
５地域（H28 年）→ １０地域（H31 年） 

アウトプット指標（達

成値） 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
医療の現場で医科と歯科等の多職種の専門的な視点を合わせること

で、効率的に質の高い医療を提供することができ、患者の生活の質の

向上に繋がる。 
（２）事業の効率性 
地域の中核病院の多職種からなるチームや会議等に参加することに

より、多職種との連携体制を効率的に構築することが出来る。 
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１．事後評価のプロセス 

２．目標の達成状況 

３．事業の実施状況 

 

Ⅲ 介護施設整備等の支援 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 
岐阜県介護施設等整備事業 

【総事業費】 

1,059,871 千円 

事業の対象とな

る区域 
県全域 

事業の実施主体 岐阜県 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設

等の整備に要する経費を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提

供体制の整備を促進する。 

施設等種別 H29 年度末 H30 年度末 H31 年度末 

地域密着型特別養護老人ホーム 1,105 床 1,225 床 1,299 床 

認知症高齢者グループホーム 4,376 床 4,441 床 4,540 床 

小規模多機能型居宅介護事業所 81 カ所 88 カ所 94 カ所 

定期巡回・随時対応訪問介護 11 カ所 15 カ所 17 カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事

業所 

７カ所 10 カ所 14 カ所 

 

事業の内容  ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 
 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 ③特別養護老人ホームのユニット化改修等に対して支援を行う。 
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アウトプット指

標（当初の目標

値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
整備予定施設等（H28～H30） 

 地域密着型特別養護老人ホーム 140 床 

 認知症高齢者グループホーム 150 床 

 小規模多機能型居宅介護事業所 9 か所 

 定期巡回・随時対応訪問介護 4 か所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 6 か所 

認知症対応型デイサービスセンター 3 か所 

地域包括支援センター 1 か所 
 

アウトプット指

標（達成値） 

整備済み施設等 H30 年度 H31 年度 

地域密着型特別養護老人ホーム - 29 床 

認知症高齢者グループホーム - 18 床 

小規模多機能型居宅介護事業所 - 1 カ所 

定期巡回・随時対応訪問介護 - - 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 - - 

認知症対応型デイサービスセンター - - 

地域包括支援センター - - 

介護療養型医療施設等転換整備 - 12 床 

既存特養のプライバシー保護のための

改修 

70 床 - 

 

事業の有効性・

効率性 

 

事業終了後 1年後のアウトカム指標 

種  別 H30 年度末 H31 年度末 R2 年度末 

地域密着型特別養護老人ホーム 1,124 床 1,299 床 1,341 床 

認知症高齢者グループホーム 4,484 床 4,540 床 4,576 床 

小規模多機能型居宅介護事業所 83 か所 94 カ所 95 カ所 

定期巡回・随時対応訪問介護 14 か所 17 カ所 18 カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事

業所 

10 か所 14 カ所 
15 カ所 

 

（1）事業の有効性 

 介護保険事業（支援）計画に従った特別養護老人ホーム等の整備が進

み、待機者の解消に成果を出すことができた。 

（2）事業の効率性 

事業を実施する市町村との連絡調整を密に行い、早期に審査を実施す

ることができ、効率化を図ることができた。 

その他 H29:742,266 千円（施設整備費 501,851 千円、開設準備費 240,415 千円） 
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Ⅵ 介護人材確保対策・資質向上の推進 

H30: 37,583 千円（施設整備費 37,583 千円） 

H31:280,022 千円（施設整備費 206,570 千円、開設準備費 73,452 千円） 

事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２】 

介護人材育成事業者認定制度実施事業 

【総事業費】 

60,773 千円 

事業の対象とな

る区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

急速な高齢者の増加に伴い、今後増加する介護サービスの需要に対応す

るため、介護職員の確保・育成が必要。 

アウトカム指標：介護職員数の増加 

27,140 人（平成 25 年度）→35,675 人（平成 32 年度） 

事業の内容 介護人材の離職防止・育成を図るため、積極的に人材育成に取り組み、 

一定水準以上の処遇改善を行っている介護事業者を認定し、公表するこ

とで、介護人材の参入、育成及び定着を促進する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

求職者・就業者が安心して働き続けられる環境整備に向けた事業者の

育成。 

・取組宣言事業者 100 事業者／年 

・認定事業者  60 事業者／年 

アウトプット指

標（達成値） 

介護人材の離職防止・育成確保を図るため、積極的に人材育成に取り 

組み、一定水準以上の処遇改善を行っている介護事業者の認定・公表。 

・取組宣言事業者：105 事業者（平成 28 年度）、60 事業者（平成 29 年度） 

         40 事業者（平成 30 年度） 

・認定事業者：62 事業者（平成 28 年度）、62 事業者（平成 29 年度）、 

        30 事業者（平成 30 年度） 
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事業の有効性・効

率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員数：30,702 人（平成 28 年度） 

（1）事業の有効性 

「岐阜県介護人材育成事業者認定制度」を平成 28 年度から開始し、平

成 28 年度に 62 事業者、平成 29 年度に 62 事業者、平成 30 年度に 30 事

業者を認定することにより、介護人材の参入、育成及び定着を図ること

ができた。 

（2）事業の効率性 

 制度の普及により、事業者に対して介護人材の育成及び職場環境の改 

善の取組の推進を図ることができた。今後、認定事業者を公表すること 

で、効率的に介護人材の参入、定着を効率的に図ることができる。 

その他 H27:1,100 千円 H28：17,285 千円、H29：21,577 千円、H30:20,811 
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事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.３】 

 イメージアップ事業 

【総事業費】 

9,285 千円 

事業の対象とな

る区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜県（委託：岐阜県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

急速な高齢者の増加に伴い、今後増加する介護サービスの需要に対応す

るため、介護職員の確保・育成が必要。 

アウトカム指標：介護職員数の増加 

27,140 人（平成 25 年度）→35,675 人（平成 32 年度） 

事業の内容 小・中学生を対象に、早い時期から介護の仕事の大切さを伝え、介護に

ついての理解・認識を深めることで、介護のイメージアップ、啓発を図

る。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

介護の仕事の大切さを伝え、介護についての理解・認識を深めること

で、介護のイメージアップ、啓発を図る。 

・ふくしのお仕事体験フェスタ参加者：200 人／年 

・福祉の仕事ガイドブックの作成：22,000 部／年 

アウトプット指

標（達成値） 

 小学生・中学生とその保護者を対象に、介護の仕事の大切さや魅力に

ついての理解を深め、イメージアップを図るため、広報・啓発を行った。 

・福祉のお仕事体験フェスタ参加者 

H27:174 人 H28:185 人 H29:132 人 H30:118 名 

・福祉の仕事ガイドブックの作成：25,000 部／年 

事業の有効性・

効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員数：30,702 人（平成 28 年度） 

（1）事業の有効性 

 介護の仕事を身近に体験することで、その魅力や大切さを実感しても

らい、イメージアップを図ることができた。 

小・中学生を対象に行うことで、早い時期から福祉に対するキャリア

教育を推進することができた。 

（2）事業の効率性 

 岐阜県社会福祉協議会に委託し、県全域を対象に、広報・啓発活動を 

行うことができた。 

その他 H27：2,101 千円、H28：2,434 千円、H29：2,446 千円、H30：2,304 千円 
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事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４】 

 新人介護職員定着促進事業 

【総事業費】 

13,656 千円 

事業の対象とな

る区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

介護職員のモチベーションと介護技術を向上し、介護職員の定着及び 

介護サービスの質の向上を図る。 

アウトカム指標：介護職員数の増加 

27,140 人（平成 25 年度）→35,726 人（令和 2年度） 

事業の内容 新人介護職員の定着を図るため、介護職員の実践的な技術向上やコミ

ュニケーションに係る研修・交流会を開催する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

 介護職員のモチベーションと介護技術の向上を図る。 

・技術交流会参加者：200 人／年 

・新人介護職員に対する研修・交流会参加者：240 人/年 

アウトプット指

標（達成値） 

・技術交流会参加 H27：190 人 H28：281 人  

・新人介護職員に対する研修・交流会参加者：H28:145 人 H29：70 

H30：73 人 R1:135 

事業の有効性・

効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員数：32,524 人（平成 30 年度） 

（1）事業の有効性 

  本事業の実施により、新人介護職員のモチベーションと介護技術

の向上を図ることができた。 

  また、交流会で得た発見を各事業所に還元することにより、 

 県内全体の介護技術の向上に繋げることができた。 

（2）事業の効率性 

  介護に関する広範的な知識、ノウハウ及び実績を有する民間事業

者に委託したことにより、効率的な執行ができた。 

その他 介護職員ステップアップ事業（H27:2,156 千円 H28：2,682 千円） 

名称変更新人介護職員定着促進事業（H29：2,940 千円 H30：2,947 千円 

R1:2,931 千円） 
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事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.５】 

 介護人材総合情報サイト運営事業 

【総事業費】 

47,367 千円 

事業の対象とな

る区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜県 

事業の期間 平成 27 年 10 月～令和 2年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

インターネットを活用した情報収集・就職活動が主流となる中で、介護

の仕事の魅力等について、幅広く情報発信し、仕事への理解を深め、将

来にわたる介護人材の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：介護職員数の増加 

27,140 人（平成 25 年度）→35,726 人（令和 2年度） 

事業の内容 岐阜県内の介護事業所の魅力的な取組みや介護業界で活躍する人の紹

介、イベント情報情報などを掲載したポータルサイトを運営する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

インターネットを通じて広く情報提供することにより、介護人材の確

保・定着及び介護事業所の職場環境改善向上を図る。 

・ＷＥＢサイトの構築（平成 27 年度） 

・ＷＥＢサイトの運用、情報提供開始（平成 28 年度） 

・岐阜県介護人材育成認定事業者の紹介（平成 28 年度） 

・１か月平均アクセス数 1,500 件 

アウトプット指

標（達成値） 

・ＷＥＢサイトの構築（平成 27 年度） 

・ＷＥＢサイトの運用、情報提供開始（平成 28 年度） 

・岐阜県介護人材育成認定事業者の紹介実施（平成 28 年度） 

・1か月平均アクセス数 2,667 件（令和元年度） 

事業の有効性・

効率性 

 

事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員数：32,524 人（平成 30 年度） 

（1）事業の有効性 

 介護の仕事の魅力等について、幅広く情報発信し、仕事への理解を深

め、将来にわたる介護人材の確保・定着を促進した。また認定事業者を

紹介し、認定制度と認定事業者をＰＲすることができた。 

・認定事業者等への取材 64 件 

（2）事業の効率性 

 サイトの構築に関する専門的な知識、技術及び経験を有する民間事業

者に委託したことにより、効率的な執行ができた。 
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その他 H27:5,638 千円 H28：9,451 千円、H29：9,585 千円（内 4,016 千円）、H30：10,229

千円  R1:12,464 千円 

事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.６】 

介護人材参入促進事業 

【総事業費】 

48,420 千円 

事業の対象とな

る区域 

県全域 

事業の実施主体 岐阜県（一部委託：岐阜県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

急速な高齢者の増加に伴い、今後増加する介護サービスの需要に対応

するため、介護職員の確保・育成が必要。 

アウトカム指標：介護職員数の増加 

27,140 人（平成 25 年度）→35,675 人（平成 32 年度） 

事業の内容 介護体験やセミナーなどを通して、介護現場に従事していない方や潜

在的有資格者に介護事業への就業を支援する。 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

将来にわたって福祉・介護人材の安定的な参入促進を図る。 

・親子職場体験バスツアー参加者：240 人／年 

・福祉の職場体験事業参加者：100 人／年 

・事業者が行う地域住民向け職場体験・セミナー開催支援： 

10 団体／年 

アウトプット指

標（達成値） 

小～大学生や地域住民等を対象に、年齢に応じた介護体験、セミナ

ー等を実施した。 

・親子職場体験バスツアー参加者 

H27:274 人 H28:220 人 H29:231 人 H30：202 人 

・福祉の職場体験事業参加者 

H27:39 人 H28:58 人 H29:75 人 H30:117 人 

・事業者が行う地域住民向け職場体験・セミナー開催支援 

H27：5 団体 H28：4 団体 H29:16 団体 H30:6 団体 R1:14 団体 

事業の有効性・

効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員数：30,702 人（平成 28 年度） 
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 （1）事業の有効性 

小中学生を初めとした幅広い年齢を対象とした介護体験、セミナー等

の実施により、介護人材の参入促進を図ることができた。 

（2）事業の効率性 

岐阜県社会福祉協議会への委託、事業実施団体への補助金交付により、

介護人材の参入促進を図るために実施される事業を幅広く推進するこ

とができた。 

その他 H27：9,841 千円 H28：8,950 千円、H29:14,857 千円、H30:14,772 千円 

R1：補助金分 7,585 千円 


